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建設業の経営革新による活性化 

八丁浜シーサイドパーク（網野町浅茂川・小浜） 

京丹後市内に本店を有する建設業者 
または土木建築サービス業者 

補助対象者 

次のいずれかの取り組み 

経営基盤強化 企業再編 

新分野進出・事業転換 

補助対象事業 

採択された事業に係る以下の経費（例） 

調査・計画策定費 外部専門家活用経費 

試作品開発経費 試験研究経費 

資格取得研修会参加経費 

補助対象経費 

建設産業経営革新等事業費補助金申請フロー図 

拡幅改良予定の向町土居後線（久美浜町） 

拡幅改良予定の下ノ割堂ゴヤ線（峰山町） 

拡幅改工事中の左坂線（大宮町） 

多機能型消防自動車 

橋梁点検 

　市内に本店を有する建設業者が行う経営基盤
強化や新分野進出などの経営革新に向けた取り
組みに対し補助金を交付し、地域経済の活性化
と雇用の確保を図ります。（補助率：対象事業
費の2分の1、補助上限額：200万円） 

公園管理を指定管理者へ委託します 

1　適正な土地利用の推進 

2　道路ネットワークの整備 

快適・安全・交流都市形成プロジェクト構想 

Ⅵ 災害に強く、快適で暮らしやすい 
　　　　　　うるおい安全都市 

　網野町浅茂川地内の八丁浜海岸に面する八丁
浜シーサイドパークは、市民の憩いの場、レク
リエーションおよびコミュニケーションの場を
創出することを目的として、平成元年から整備
を行い平成20年度に完了しました。 
　平成22年度からは、この施設を適正に維持管
理するとともに、民間ノウハウを活用した維持
管理経費の削減と施設の一層の利活用を図るため、
指定管理者により管理運営されます。 
※指定管理者の期間は、平成22年 4月 1日か
ら平成27年 3月 31日までの5か年です。 

■八丁浜シーサイドパーク指定管理経費 
【土木費】（新規）　1,500万円 

（建設部　都市計画・建築住宅課） 

　交通の円滑化と災害、事故などを未然に防止
するために道路改良事業を行います。 

安全、快適な生活基盤の整備に努めます 

■市道の改良など 
【土木費】（継続）　3億6,699万円 

（建設部　土木課） ■建設産業経営革新等事業費補助金 
【土木費】（継続）　100万円 

（建設部　土木課） 

○道路新設改良事業（11路線）　8,492万円 
峰 山 町…呉服富貴屋線、下ノ割堂ゴヤ線、 

荒木ノ永長線 
大 宮 町…長岡口大野線 
網 野 町…水の江北大路線、大橋表地線、 

岡線、溝野俵野線（上地橋） 
弥 栄 町…春日線、久原団地線 
久美浜町…橋爪坂井線 

○過疎対策道路整備事業（4路線）　7,575万円 
丹 後 町…後ヶ浜海岸線 
久美浜町…湊宮線、島区内線、向町土居後線 

○社会資本整備総合交付金事業（9路線） 
　　　　　　　　　　　　　　　2億632万円 
※国の社会資本整備総合交付金を活用して 
道路新設改良工事を実施します。 
峰 山 町…安小西線 
大 宮 町…左坂線、千丈敷下沖線、田井垣線 
網 野 町…郷新田岡線、内ヶ森西池新田線 

（浅茂川橋改築） 
丹 後 町…大門橋本線 
久美浜町…蒲井旭線、神崎南浜線 

　・無電柱化事業（網野町浜詰） 

　平成21年度に引き続き、老朽化が進んでいる
市道橋梁の点検を実施します。 
　平成 22年度で延長 15㍍以上の橋梁の点検を
完了し、平成 23年度から 15㍍未満の橋梁点検
と点検結果に基づいた修繕計画を策定し、計画
的に橋梁修繕を実施します。 

■橋梁長寿命化事業 
【土木費】（継続）　330万円 

（建設部　土木課） 

美しい公園の適正管理 美しい公園の適正管理 美しい公園の適正管理 

　国の社会資本整備総合交付金事業を活用し、
道路事業と関連した安心・安全なまちづくり、
観光と産業の振興を図るための効果促進事業を
実施します。（4事業） 

■社会資本整備総合交付金事業（効果促進事業） 
【土木費】（継続）　1億6,450万円 

（建設部　土木課） 

○京都縦貫自動車道チャレンジユース推進事業 
　京都縦貫自動車道利用促進のため、商工会
員を対象とした社会実験を実施 
（平成22年 9月 30日までの利用分が対象） 
 
○（仮称）ふるさと活性広場整備事業 
　大宮町河辺地区非農用地に整備する（仮称）
大宮北保育所の隣接地に、防災広場を兼ねた
多目的広場を整備　 
 
○スクールバス整備事業 
　小学校スクールバス（29人乗り）を1台購入 
 

○多機能型消防自動車整備事業 
　消防ポンプ自動車（大宮第 1分団第 3部・
河辺）、小型動力ポンプ付積載車（丹後第2分
団第3部・吉永）を購入 

指定管理者制度 
地方公共団体などの公共的団体に限定し
ていた公の施設の管理・運営を、株式会
社をはじめとした営利企業・財団法人・
NPO法人・市民グループなど法人その他
の団体に行わせることができる制度です。 


